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今こそ中小業者に入り込んで実情をつかみ、 
市独自の踏み込んだ経営支援策、実効ある相談を行うことを 
求める要望書 

 
【要望趣旨】 
 米国発の国際的な金融危機が、実体経済に深刻な影響を及ぼし、その影響が国内はもとよりこの

石川県、南加賀地域経済にも広がっています。 
 地域内の有力大手企業の大きな減産・雇用縮小が始まり、｢向こう１０年間は仕事がある｣と言わ

れ設備投資した協力企業や、そうした企業に大きく依存している下請中小業者のところでは、すで

に仕事が減少し、それが今後も続くと言われ不安が増大しています。市内でも年末を期限に解雇が

始まっているところも出ています。 
 製造業者だけでなく、公共工事の削減、個人消費の大きな落ち込みで建設、小売、飲食、物が動

かないために物流関連業などと、広範な業種・業界に経営困難と｢先が全く見えない｣状況を作って

います。 
 さらに資金繰りの面でも大きな心配が広がっています。県内主要金融機関が有価証券関係損益を

悪化させ、景気低迷による不良債権処理コスト増のために、中小業者への貸し渋りや貸出抑制にで

ることが指摘されているためです。 
 政府の鳴り物入りの対策は、直接個人消費を伸ばすためのものとは到底言えません。中小業者向

け金融対策は、貸出・保証枠を拡大はしました。しかし、先が見えない、融資を受けたいが返済に

不安のある中小業者が安心して借りられる据え置き期間や、既往借り入れ分を凍結しての新たな融

資・保証などが含まれず｢質的な金融措置｣となっていないことが多くのところで指摘されていると

ころです。 
 こうした事態のもとでは、市当局も深く中小業者のところに入り込んで、実情をつかみ、市の独

自の支援策に反映していくとともに、踏み込んだ実効ある相談をして激励していくことが求められ

ています。 
 以上の趣旨にたって次の諸点を要望するものです。 
 
【要望項目】 
 
（一） 商工会議所等の団体からの実情の把握だけでなく、市の職員が直接中小業者を訪問し、生の 

実態、要望をつかむこと。また、市の中小業者支援策の広報内容を公式サイトを含めて改善す

るとともに、〝出前広報・相談〟の定期的実施なども検討されること。 
  

（二） 「市民と共に多様に協働してつくる加賀市経済振興条例」（仮称）の制定を検討すること。 
この条例は、加賀市経済が①特定企業や県外企業に過度に依拠した地域経済から、全市的な取

組みを通じた内需志向型のバランスのある地域経済への転換、高齢化時代の安心・安全の暮らし

保障の観点から、歩いていける商業施設の配置を目標とすることを宣言し、②その目標に向けた

計画（プラン）の策定、③大手企業、市民を含む関係者の協力・努力のありかた ④その方向・

努力を引出すための市行政の努力などを内容とするものです。 
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具体的には、①現在市が強調している「加賀市ブランド」の対象をすべての産業分野の生産・

製造、販売、サービスの分野に広げ、加賀市民や市内産業者のニーズ、顔が見えたのものであれ

ば「加賀市ブランド」とし、その「加賀市ブランドが溢れていく街」にしていくというものであ

り、②市が推進しようとしている市内各地区の活性化事業やそれらの連携による相乗効果を作り

出すなどの方向性を、より市民的に検討し実行できるものにしていくことをめざし、思い切った

予算措置もとるというものです。 
 

（三） 現在の経営困難を乗り切るにふさわしい中小企業向け融資が行われるために次の施策を行

うこと。 
 （１）市内各金融機関に、言われているような「貸し渋り」「貸しはがし」がないようにするこ  
   とはもちろん、地域の中小業者の経営困難打開に向かうための積極的な相談、弾力的な貸出  
   を行うよう要請すること。 
 （２）公的金融機関からの新規借入者、既往借入者にたいする市独自の利子補給、信用保証料の

助成を厚くすること。 
 （３）取引先の突然の倒産や売掛金の回収困難などで、当面の運転資金に困る中小業者に、申し

込んで３～７日ぐらいで貸付が行える市独自の緊急かけこみ融資制度をつくること。 
 
（四）高齢化時代にふさわしい「身近なところに少なくとも生活用品が購入できる購買施設・機能

がある」まちづくりを進めること。あらためて市が調査した上で必要な箇所に、当面は市が

運営ないしは助成して「生活イチ」を設けるようにすること。それがその地域の話題になり、

利用者を増やすことで常設イチになっていくようにすること。 
 
（五） 下請取引や金融取引が対等・公正に行われるように、市としてもその実態をつかむ努力や、 
  情報を受け容れ、収集する窓口を設けること。そのうえで市内産業者、金融機関に対して改善

のための働きかけを行うこと。 
 
（六）後継者づくり、創業・開業をより積極化していくために、市が独自に予算措置を取り、市独

自であるいは会議所や金融機関が行う研修、講習の対象を拡大するとともに、中小零細業者等

が参加しやすい日程等での開催が行えるようにすること。 
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